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第３章 調査のまとめ 

 
（1）定住意向について 

本市を「住みやすい」と考える市民は約 75％であり、年齢が高くなればなるほど

その傾向は強まります。「今の場所もしくは市内に住み続けたい」と考える市民は約

64％であり、これも年齢が高くなればなるほどその傾向は強まります。 

市内もしくは市外の「別の場所に移りたい」理由としては、「通勤や通学に不便」

「買い物や娯楽を楽しめない」が上位に位置づけられています。 

 

（2）将来の姿について 

市民が考える“瀬戸市がこうなっているとよいと思われる状態”に関する設問に

おいて、項目間の比較を試みるため、現状の取り組みへの評価と将来の重要度の評

価とを掛け合わせ、現状評価が低く、重要度が高いものが上位になるよう「対策必

要度」を算出しました。 
その結果、対策必要度が最も高いものは、現状に対する評価が最も低い「道路・

移動手段の利便性」でした。次いで「公共サービスが過度な市民負担によらず受け

られる」、「経済的に自立して暮らせる」、「もしもの時でも暮らしが成り立つ」、「柔

軟な仕事の仕方ができる」となっており、さらに「教育」や「行政の役割（意向反

映、効率、小さな市役所）」「自助・共助中心の社会」などが上位に位置しています。 
こうしたことから、自立した生活を基本とし、安心して暮らすことができるよう

に地域や行政が的確な役割を担っている社会の構築に対する認識の高さが、浮かび

上がっているといえます。 

 

（3）働く場を確保する手段について 

より多くの市民が経済的に自立するため、またはより豊かな生活を送るために働

く場を確保する手段として最も望ましいとされた選択肢は、「瀬戸市への企業誘致

（52.6％）」であり、次いで「地域に密着した仕事場（コミュニティビジネス）で働

く場を増やす（41.3％）」となっています。 

また、陶磁器関連産業、観光関連産業、商業・飲食業に対しては、10～20％程度

の値となっています。こうしたことから、新たな産業への期待と職住近接の意向が

多いことがうかがえます。（複数回答可） 
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（4）公共的サービス提供のあり方について 

これからの公共的サービス提供のあり方については、将来の姿（問５）において

「公共サービスが過度な市民負担によらず受けられる」が上位に位置していたとお

り、「市民負担軽減・市役所サービスは必要最低限・より充実した共助によるサービ

ス利用」が最も多く 39.0％、次いで「市民負担現状維持・市役所サービス減少分は

共助によるサービス利用」が 31.9％となっています。 

行財政状況が厳しさを増す中においても、市役所によるサービス確保のために、

税や保険料などの形で一律義務的に市民負担を維持もしくは増加されることは敬遠

され、市民それぞれがサービスを受ける必要が生じた時点で、自らの負担でサービ

スを受けたり、市民同士が助け合う（共助）ことができるような仕組みを構築して

いくことが求められているといえます。 

 

（5）これからの瀬戸市（人口対策）について 

本市の人口規模に関する設問では、全国的には減少時代に突入するものの「子ど

も増加策」「転入増加策」などによる現状維持を望む意見が５割を上回っています。 

その一方で、家族や地域の中で助け合う仕組みを構築し、市役所からの公共的サ

ービスの減少を補うことで、人口減少及び高齢化を乗り切る取り組みを求める意見

も３割弱ありました。 

 

（6）市民の役割について 

市民が担うべき役割としては、「家族同士で助け合う」について約９割が積極的、

もしくはできれば行うべきと考えており、「地域の活動やＮＰＯなどへの参加・協

力」も７～８割の市民が積極的、もしくはできれば行うべきと考えていることから、

それぞれのより具体的な取り組みを明らかにし、市民が行動できるような仕掛けづ

くりが求められているといえます。 

 

 

 


